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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災行政無線維持管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 7,932 8,728 8,728 8,728 796

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 7,932 8,728 8,728 8,728 796

事業

概要

災害発生時に迅速・的確な情報提供を行い、被害の未然防止・軽減を図

る目的で整備した防災行政無線の運用と設備の保守管理を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

防災行政無線は、災害発生時の市民への早期避難の呼びかけ等の情報

伝達手段として必要不可欠な設備であり、その適正な管理・運用が必要と

されている。

その他

今後、設備一式のデジタル化や、子

局の増設、戸別受信機の配布等を

検討する必要がある。現状と

背景

①放送時の気象条件（雨音、風音など）等により、聞き取りにく い。②子

局の近く に自宅がありう るさい。といった苦情が寄せられており、運用に

�は苦慮している。 ①に対しては、県が運営するあんしんトリピーメールを活

�用したメール配信や、テレホンサービスを行っている。 ②に対しては、放

�送基準を定めて、必要最小限の放送となるよう にしている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災連携備蓄整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 217 41 41 41 ▲ 176

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 217 41 41 41 ▲ 176

事業

概要

災害時に必要な食糧・生活必需品・医薬品・防災資機材などの備蓄と、

備蓄倉庫の維持管理。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域防災計画において、災害用物資の備蓄を行う こととしている。特に、

大規模災害に備え、発災直後の迅速な対応として、避難住民等の食料及

び生活必需品の備蓄は必要である。

その他

賞味期限が到来する予定の飲食用

物品については、防災訓練等で使

用するなど有効活用を図っている。現状と

背景

県内で備蓄品目・数量の基準を設け、各市町村が定められた数量を整備

することとしている。平成25年度から、県主催の防災研究会で品目・数量

等の見直しが検討されているが、結論が出ていない。（平成25年度中に

結論を出す方向で検討中。）
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市防災会議費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 54 54 54 54 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 54 54 54 54 0

事業

概要

災害対策基本法に基づき策定された地域防災計画を審議する境港市防

災会議の運営。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域防災計画に毎年検討を加え、必要があると認めるときは、防災会議を

開催し計画を修正する。地域防災計画を修正することにより、災害時にと

るべき効果的な対策を実施できるよう な体制を確立する。

その他

東日本大震災での原子力災害等を

踏まえ、国の防災計画が見直され

たことから、現在地域防災計画の抜

本的な見直しを進めている。今後も

国の指針の見直し等により、適宜見

直しが必要となる。

現状と

背景

地域防災計画の実効性を確保するため、各種防災対策を推進し、災害か

ら市民の生命・財産を守るための施策の充実・拡大を図っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 鳥取県地域衛星通信ネットワーク整備事業負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,116 2,076 2,076 2,076 ▲ 40

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 2,116 2,076 2,076 2,076 ▲ 40

一般財源 0 0 0 0 0

事業

概要

県が行った地域衛星通信ネットワーク整備事業の市町村分整備費のう

ち、県債充当残額と県債のう ち普通交付税で措置されない額の合算額に

係る市町村負担金。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域衛星通信ネットワーク（管理運営：自治体衛星通信機構）に参加する

ことにより、地上系通信網を補完する衛星通信網を確保し、防災対策の強

化を図る。

その他 債務負担行為設定済。

現状と

背景

全国の地方公共団体を結ぶ衛星通信ネットワーク（県庁局、市町村局、消

防局）が形成され、災害時等に活用されている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 樋門管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 546 587 587 587 41

財

源

内

訳

国 298 339 339 41

県

339

0

市債 0

その他 215 215 215 215 0

一般財源 33 33 33 33 0

事業

概要

樋門を常に良好な状態に保つために必要な点検整備と、増水時の樋門

操作を行う ための経費。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

樋門を適正に管理し、機能を確保することにより、高潮等による災害を未

然に防止する。

その他

国や境港管理組合が所管する樋門

についても、管理委託を受けてい

る。現状と

背景

温暖化の影響や集中豪雨・台風の増加などにより、樋門の操作が増加傾

向である。樋門２６箇所を管理しているが、操作委託者の高齢化が進んで

�いる。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災対策講演会開催事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 121 450 126 126 5

財

源

内

訳

国 0

県 60 ▲ 60

市債 0

その他 0

一般財源 61 450 126 126 65

事業

概要

防災対策について、市民への啓発及び学習の場を設けるため、専門家

等による講演会を開催する。 今年度

見直し

事 項

市議会からの要望を受け、公民館

単位で開催する。また、講師はこれ

までの専門家（大学教授）のほか気

象台職員など多様な方面から招聘

する。

事業

目的

災害による被害を最小限に抑えるためには、市民が正しい知識を持ち、

事前の対策をしておく ことが重要である。講演会の開催は、その一助とす

�る。

その他

現状と

背景

平成24年度：津波防災講演会（講師：鳥取大学松見教授）を開催（参加

�者：約150人） 平成25年度：防災教育講演会（講師：群馬大学片田教授）

�を開催（参加者：約400人） ※平成25年度は、生涯学習課と共催。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 鳥取県防災無線（衛星系）施設保守負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,302 732 868 868 ▲ 434

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,302 732 868 868 ▲ 434

事業

概要

県が境港市役所の施設内に設置している県防災行政無線（衛星系）設備

に係る保守経費負担金。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

県防災行政無線は、県と市町村、防災関係機関とを結ぶ無線による通信

ネットワークである。災害の発生状況、被害状況に関する情報が迅速かつ

確実に収集できるため、災害対策に必要不可欠のものである。

その他

現状と

背景

県防災行政無線の高い信頼性を維持するため、定期的な保守や点検等

を図る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市同報無線利用者協議会負担金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 20 20 20 20 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 20 20 20 20 0

事業

概要

市が開設している防災行政無線局（広報さかいみなと）の共同利用組織

である境港市同報無線利用者協議会に対する負担金。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

市の防災行政無線局を共同利用し、公共性の高い生活行政情報を市民

に迅速に提供する。

その他

現状と

背景

市と関係の薄い団体からは会費を徴収し、市は事業費と会費の差額を負

�担している。 ５年に１度免許更新が必要であり、当該年度は負担金額が

増加する。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 自主防災組織育成補助金

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 900 1,330 1,108 24 1,132 232

財

源

内

訳

国 0

県 450 ▲ 450

市債 0

その他 0

一般財源 450 1,330 1,108 24 1,132 682

事業

概要

自主防災組織が行う 資機材整備や訓練活動等に対し、補助金を交付す

る。（資機材整備への補助は、組織を結成してから１回のみ。） 今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域単位での自主防災組織の育成を促進し、災害発生時の地域住民の

協力（共助）意識の向上を図る。

その他

現状と

背景

大規模災害時は、公助機能が十分機能しないことが想定されるため、共

助や自助機能の充実が不可欠となっている。特に発災直後の避難誘導

や初期消火等は、共助機能が大きな役割を果たすため、組織の自主的な

訓練活動を支援し、共助機能の充実を図る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 境港市国民保護協議会費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 30 30 30 30 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 30 30 30 30 0

事業

概要

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づ

き策定された国民保護計画を審議する境港市国民保護協議会の運営。 今年度

見直し

事 項

事業

目的
国民保護のための措置に関する施策を総合的に推進する。

その他
国や県の見直しを踏まえ、定期的な

見直しが必要。
現状と

背景

「国民保護計画」とは、万一の大規模なテロ（緊急対処事態）や有事（武

力攻撃事態）が発生した場合に、国民の生命、身体、財産を保護し、国民

生活や国民経済に及ぼす影響が最小となるよう 、国や県、市町村などの

役割を定めるものであり、本市では平成１８年５月に策定している。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災資機材整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 3,204 3,915 3,915 3,915 711

財

源

内

訳

国 0

県 1,602 1,957 1,957 1,957 355

市債 0

その他 0

一般財源 1,602 1,958 1,958 1,958 356

事業

概要

災害発生時、地域防災計画に定める防災情報・災害情報の収集伝達等

に必要となる資機材について整備する。 今年度

見直し

事 項

職員の防災服等整備について、平

成25年度は「防災資機材整備事

業」で計上していたが、職員個人に

対して整備するもののため、本年度

は別立てとした。

事業

目的

災害発生時、地域防災計画に定められた業務を遂行していく 上で必要と

なる資機材を整備することで、住民の生命・財産を守り、被害を最小限に

止めることを目的とする。

その他

現状と

背景

災害発生時、市内の被害状況を早急に把握する必要があるが、停電や

電話回線の輻輳で情報伝達が困難になることが想定される。また、災害

時要援護者の避難支援が課題となっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災一般管理費

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 336 95 143 238 238

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 336 95 143 238 238

事業

概要
防災に関する事務費。

今年度

見直し

事 項

事業

目的
防災に関する事務費。

その他
旅費や車両維持費等を計上してい

る。
現状と

背景
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 特設公衆電話整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 454 454 454 454

財

源

内

訳

国 0

県 0 227 227 227 227

市債 0

その他 0

一般財源 0 227 227 227 227

事業

概要

災害発生時に避難所に避難した住民が即座に外部と連絡をとれるよう 、

あらかじめ避難所に電話回線（災害時優先電話回線）と電話機を整備す

る。
今年度

見直し

事 項

事業

目的
避難住民の通信手段の確保を図る。

その他

原則として、電話回線整備費用をＮ

ＴＴが負担し、電話機整備費用を市

が負担する。現状と

背景

特設公衆電話はＮＴＴが各地で整備を進めており、平成25年9月に県・県

内全市町村・ＮＴＴの三者で設置に関する協定を締結したところである。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 職員防災服等整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,719 2,310 2,310 2,310

財

源

内

訳

国 0

県 0 816 816 816 816

市債 0

その他 0

一般財源 0 1,903 1,494 1,494 1,494

事業

概要
職員が災害対策業務等を行う 際に必要となる防災服等を整備する。

今年度

見直し

事 項

平成25年度は「防災資機材整備事

業」で計上していたが、職員個人に

対して整備するもののため、本年度

は別立てとした。

事業

目的

職員が災害対策業務を行う 際には、一目で市職員であることが分かること

はもちろん、職員自らの安全を図る必要があるため、整備する必要があ

る。

その他

現状と

背景
年次的に整備を進めており、平成25年度は90人分整備した。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 美保飛行場周辺まちづく り整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 7,666 7,666 7,666 7,666

財

源

内

訳

国 0 6,899 ▲ 1,040 5,859 5,859

県

6,899

0

市債 0

その他 0

一般財源 0 767 767 1,040 1,807 1,807

事業

概要

　美保基地の存在による航空機災害等の対応策として、地域住民が安

全・安心で暮らせる環境を創出するための災害に強いまちづく りと、基地

と市民との交流拠点の整備を目指したまちづく りを行う 。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

　美保基地の存在による航空機災害等の対応策として、地域住民が安

全・安心で暮らせる環境を創出するための災害に強いまちづく りと、基地

と市民との交流拠点の整備を目指したまちづく りを行う 。

その他

現状と

背景

　美保基地周辺では、航空機による飛行訓練及び人員・装備品等の空中

輸送が頻繁に実施されていることから、周辺住民は常に航空機事故等に

対する危機感を抱いている。平成２６年度から時期輸送機（C2）に更新さ

れ、周辺住民は更に不安感が増している状況である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 災害対策本部室整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 5,208 0 0 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 5,208 0 0 0

事業

概要

災害発生時、災害対策本部を自治防災課隣接スペースに設置するため、

間仕切り扉の設置等の必要な整備を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

災害発生時、より迅速で的確な対策が講じられるよう にするため、防災情

報の入手や防災関係機関との連携がスムーズに行える場所に災対本部

室を整備する。

その他

現状と

背景

現在、市地域防災計画で災害対策本部の場所は第1会議室となっている

が、近年、原子力防災ネットワークシステム等の大型機器が、自治防災課

に配備されたことから、迅速な情報入手と防災関係機関との連携等の観

点から災対本部室のあり方について検討を行ってきた。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 自主参加型一斉防災訓練（シェイクアウト訓練）実施事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 43 0 0 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 43 0 0 0

事業

概要

�市民が自主参加する形式の防災訓練（シェイクアウト訓練）を実施する。

シェイクアウト訓練とは、同時刻に一斉に参加者全員が机の下に隠れるな

ど身の安全を図る行動をとることによって、日頃の防災対策を確認する

きっかけづく りとする訓練。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

これまでの防災訓練は、原子力防災訓練等のよう に自治会等から数十

人ずつ参加し、訓練会場で行ってきたが、これに加えて、各家庭で実施可

能な自主参加型の訓練形式を導入することで、市民の防災意識の高揚や

防災対策を確認するきっかけの場とする。

その他

市議会から市民向けのシェイクアウ

ト訓練を実施するよう 要望が出てい

�る。現状と

背景
これまで市職員を対象に２回（平成25年3月及び11月）実施した。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 防災行政無線放送ナレーショ ン向上対策事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 162 0 0 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 162 0 0 0

事業

概要

防災行政無線放送の内容が聴き取りにく いといいった市民からの声が多

いため、ラジオ放送機関から講師を招聘し、市職員・公民館職員等を対

象に講習会を実施する。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

これ以上の機器調整等による改善は困難なため、ナレーショ ンの改善と

いったソフト面での対策を行い、少しでも市民が聞き取りやすい放送を目

指す。

その他

携帯電話等へのメール配信や、テレ

フォンサービスといった他の難聴対

策についても広報を適宜実施す

る。
現状と

背景

市長と語る会等で放送が聴き取りにく いといった声が、たびたび寄せられ

ている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 第二中学校防災備蓄整備事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,116 0 0 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 2,116 0 0 0

事業

概要
�新設された第二中学校の防災備蓄倉庫に災害時用備蓄を整備する。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

大規模災害により全県規模で被災した場合や道路の寸断等により連携備

蓄品の輸送が困難な場合等に対応するため、連携備蓄品とは別に災害

�時に必要となる水や食料などを備蓄するもの。

その他

現状と

背景

鳥取県と県内市町村が共同で行なっている連携備蓄については、東日本

大震災を教訓に品目・数量の見直しを進めているが、まとまっていない状

況。大規模災害等にも対応するため、家庭備蓄の啓発や市独自の備蓄

についても必要性が高まっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 自主防災組織育成助成事業（コミュニティ助成事業）

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助　

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 1,100 0 0 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 1,100 1,100 ▲ 1,100 0

一般財源 0 0 ▲ 1,100 1,100 0 0

事業

概要

コミュニティ助成事業を活用し、自主防災組織の活動に必要な備品整備

を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

防災資機材を整備するための助成制度を設け、自主防災組織が組防災

活動の取り組みを活性化し、地域防災力の向上を図るため。

その他

全組織に対する制度案内、及び

ホームページによる周知に努めて

いる。現状と

背景
自主防災組織数の増加により、今後の申請件数増の期待が持てる。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 ディジタル航空写真活用事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 9,881 0 0 0

財

源

内

訳

国 5,434 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 4,447 0 0 0

事業

概要

航空写真データを活用することにより、土地の地目認定、家屋の新増築

及び滅失時期、道路現況、防災などへの活用を図る。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

航空写真のデータを活用し、土地の地目認定、家屋の新増築及び滅失

時期を確認する貴重な資料となる。また３次元表示システムを導入すること

�により、より立体的に、建物や道路の現況を管理することができる。 また、

津波の浸水予測等防災対策にも活用できる。

その他

他市の状況　米子市：3～4年に１回

�倉吉市：必要に応じて 　　　　　　鳥

取市：3年に１回　　　 松江市：3年

に１回
現状と

背景

固定資産の評価においては、実地調査を行う ことができない点を補う た

めにも、航空写真の活用は必要不可欠である。
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会計 一　般　会　計 所管課 自治防災課

款 総　務　費
事業名 全国瞬時警報システム改修事業

項 総務管理費

目 防災諸費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,916 2,916 2,916 2,916

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 2,916 2,916 2,916 2,916

事業

概要

特別警報の実施及び津波警報の改善に伴う 、全国瞬時警報システム（Ｊ

－ＡＬＥＲＴ）の改修を実施する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

新設された特別警報や、改善された津波警報を市民に迅速かつ正確に

伝達するため、必要な改修を行う 。

その他

あわせて、自動起動機のOSがサ

ポート期限を迎える「WindowsXP」で

あるため、「Windouws7」に更新す

る。
現状と

背景

特別警報については、平成25年8月30日に運用が始まり、市町村には住

�民への周知義務が課せられている。 また津波警報については、東日本

大震災での巨大津波を踏まえ、住民が理解しやすいよう 、平成25年3月

に改善が図られている。


